
（仮訳） 

安倍晋三内閣総理大臣及びジャン＝クロード・ユンカー欧州委員会委員長 

による共同宣言 

ブリュッセル，２０１７年７月６日 

 

 Ｇ７伊勢志摩サミットにおいて，我々は，情報の自由な流通は，グローバル

経済及び発展を促進するための基本的な原則であり，また，デジタル経済に関

わる全ての主体にとってサイバー空間への公正で平等なアクセスを確保するも

のであることを再確認した。 

 

 我々は，基本的な権利として，及び，デジタル経済における消費者の信頼に

とっての中心的な要素として，デジタル経済の発展を導きつつ，相互のデータ

流通を一層促進することにもなる高いレベルのプライバシー及び個人データの

安全性を確保することの重要性を強調する。それぞれのプライバシー法制に係

る最近の改革，すなわち，２０１８年５月２５日から適用されるＥＵ一般デー

タ保護規則（２０１６年５月２４日発効）及び２０１７年５月３０日に全面施

行された日本の個人情報保護法を前提に，日本及びＥＵは，包括的なプライバ

シー法制，一連の中核的な個人の権利及び独立した監督機関による執行を特に

基礎とする，双方の２つの制度の収れん性を一層高めてきた。これは，双方に

よって十分なレベルの保護を同時に見出すこと等を通じ，データの交換を促進

するための新しい機会を提供する。これを念頭に，我々は，２０１８年の早い

時期までにこの目標を達成するための我々の努力を一層強化することに向けた

我々のコミットメントを再確認する。 


